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貸 借 対 照 表 
（2021 年６月 30 日現在） 

 

（単位：千円） 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 1,953,629 流 動 負 債 1,319,362 

現 金 及 び 預 金 570,619 買 掛 金 12,781 

売 掛 金 92,924 工 事 未 払 金 55,066 

販 売 用 不 動 産 408,311 短 期 借 入 金 182,500 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 441,490 １年内償還予定の社債 36,000 

未 成 工 事 支 出 金 86,733 １年内返済予定の長期借入金 22,504 

材 料 貯 蔵 品 185 未 払 金 36,180 

前 渡 金 323,002 未 払 費 用 421 

前 払 費 用 4,822 未 払 法 人 税 等 46,848 

立 替 金 9,383 未 成 工 事 受 入 金 38,640 

未 収 入 金 13,448 前 受 金 248 

未 収 消 費 税 等 2,708 預 り 金 1,739 

固 定 資 産 94,231 賞 与 引 当 金 2,648 

有 形 固 定 資 産 7,305 工 事 損 失 引 当 金 6,292 

建 物 附 属 設 備 2,137 不動産特定共同事業出資受入金 877,490 

工 具 器 具 備 品 168 固 定 負 債 152,732 

建 設 仮 勘 定 5,000 社 債 81,000 

無 形 固 定 資 産 23,268 長 期 借 入 金 65,316 

借 地 権 7,000 役員退 職慰 労引 当金 6,416 

ソ フ ト ウ エ ア 16,268 負 債 合 計 1,472,094 

投資その他の資産 63,657 （ 純 資 産 の 部 ）  

投 資 有 価 証 券 5,475 株 主 資 本 575,766 

出 資 金 100 資 本 金 100,000 

長 期 前 払 費 用 2,385 資 本 剰 余 金 4,467 

前 払 年 金 費 用 2,297 資 本 準 備 金 4,467 

繰 延 税 金 資 産 8,836 利 益 剰 余 金 471,299 

長 期 預 金 350 そ の 他 利 益 剰 余 金 471,299 

保 険 積 立 金 3,363 繰 越 利 益 剰 余 金 471,299 

差 入 保 証 金 40,848   

    

  純 資 産 合 計 575,766 

資 産 合 計 2,047,861 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,047,861 
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損 益 計 算 書 
2020 年 ７ 月 １ 日から 

2021 年 ６ 月 30 日まで 

（単位：千円） 

科      目 金      額 

売 上 高   2,344,363 

売 上 原 価   1,884,059 

売 上 総 利 益   460,303 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   308,909 

営 業 利 益   151,393 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息  4  

受 取 配 当 金  305  

保 険 解 約 返 戻 金  3,613  

雑 収 入  4,085 8,008 

営 業 外 費 用    

支 払 利 息  3,527  

社 債 利 息  293  

社 債 発 行 費  904  

不動産特定共同事業分配金  17,103 21,829 

経 常 利 益   137,572 

税 引 前 当 期 純 利 益   137,572 

法人税、住民税及び事業税  52,212  

法 人 税 等 調 整 額  △4,845 47,366 

当 期 純 利 益   90,205 



- 3 - 

 

株主資本等変動計算書 
2020 年 ７ 月 １ 日から 

2021 年 ６ 月 30 日まで 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益剰余金 

2020 年７月１日残高 100,000 4,467 4,467 381,094 381,094 485,561 485,561 

当事業年度中の変動額        

当期純利益    90,205 90,205 90,205 90,205 

当事業年度中の変動額合計 － － － 90,205 90,205 90,205 90,205 

2021 年 ６ 月 3 0 日 残 高 100,000 4,467 4,467 471,299 471,299 575,766 575,766 
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項 
 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 販売用不動産、仕掛販売用不動産、 個別法による原価法 

未成工事支出金 

② 材料貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定率法 

 ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附

属設備は定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物附属設備３～15 年 

 工具器具備品５年 

② 無形固定資産 定額法 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、３～

５年で償却しております。 

③ 長期前払費用 均等償却 

 

（４）引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に

見合う分を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

なお、退職給付債務及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

また、当事業年度末において年金資産が退職給付債務を上回ったため、この差額を前

払年金費用に計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

④ 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、手持受注工事のうち当事業年度の末日において損失の

発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事については、翌

事業年度以降に発生が見込まれる損失を計上しております。 
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（５）収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっております。 

 

（６）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記  
 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

  販売用不動産 31,390 千円  

  仕掛販売用不動産 283,967 千円  

    計 315,358 千円  

 

② 担保に係る債務 

  短期借入金 182,500 千円  

  １年内返済予定の長期借入金 7,144 千円  

  長期借入金 33,316 千円  

    計 222,960 千円  

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 2,117 千円 

 

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 
 

発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 
当事業年度期首 

(株) 
増 加 (株) 減 少 (株) 

当事業年度末 

(株) 

普 通 株 式  468,500 － － 468,500 
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４．税効果会計に関する注記 
 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

 未払事業税 4,186 千円  

 賞与引当金 913 千円  

 役員退職慰労引当金 2,212 千円  

工事損失引当金 2,170 千円  

 その他 145 千円  

繰延税金資産合計 9,628 千円  

繰延税金負債   

 前払年金費用 △792 千円  

繰延税金負債合計 △792 千円  

繰延税金資産の純額 8,836 千円  

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項

目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100 分の５以下であるため注記を省略しております。 
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５．金融商品に関する注記 
 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

売掛金に係る顧客の信用リスクは、個別に与信管理を行いリスク低減を図っております。 

また、投資有価証券は非上場株式及び不動産ファンド出資金であります。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 
 

2021 年６月 30 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

  貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

（1） 現金及び預金 570,619 570,619 － 

（2） 売掛金 92,924 92,924 － 

 資産計 663,543 663,543 － 

（3） 買掛金 (12,781) (12,781) － 

（4） 工事未払金 (55,066) (55,066) － 

（5） 短期借入金 (182,500) (182,500) － 

（6） 未払金 (36,180) (36,180) － 

（7） 未払法人税等 (46,848) (46,848) － 

（8） 社債（１年内償還予定を含む） (117,000) (116,814) △185 

（9） 長期借入金（１年内返済予定を含む） (87,820) (87,602) △217 

 負債計 (538,197) (537,793) △403 
 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 
 

（１）現金及び預金、（２）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

 

（３）買掛金、（４）工事未払金、（５）短期借入金、（６）未払金、（７）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

 

（８）社債（１年内償還予定を含む）、（９）長期借入金（１年内返済予定を含む） 

社債及び長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に発行及び借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

① 投資有価証券 (*１) 5,475 

② 差入保証金 (*２) 40,848 
 

（*１）市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価評価

の対象資産に含めておりません。 

 

（*２）市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認

められるため、時価評価の対象資産に含めておりません。 

 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 
 

関連会社等 
 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

個人主要株 

主が議決権 

の過半数を 

所有してい 

る会社等 

東新住建㈱ － 

広告制作受注 

当社事業用建物 

の請負建築 

広告制作等 

建物工事外注 

販売用不動産建築費用 

工事代金の前渡し 

198,788 

346,146 

－ 

－ 

売掛金 

工事未払金 

販売用不動産 

前渡金 

34,551 

－ 

226,272 

145,597 

㈱ｴｲﾁﾃｨｰﾋﾟｰ － 
広告制作受注 

分譲住宅建築請負 
工事代金の前受け － 未成工事受入金 30,000 

㈱ﾄﾞﾘｰﾑﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ － 

分譲住宅建築請負 

当社分譲用土地の 

造成工事請負 

分譲住宅売上高 

販売用不動産建築費用 

352,016 

－ 

完成工事未収入金 

販売用不動産 

－ 

44,555 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） １．広告制作の受注は、一般的取引条件と同様に、当社より見積金額を提示し請負金額

を交渉の上、決定しております。 

 ２．建物工事の工事価格については、市場の実勢価格を勘案し、東新住建㈱より提示さ

れた価格を基礎として、その都度交渉の上、決定しております。 

 ３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま

す。 

 

 

７．１株当たり情報に関する注記 
 

（１）1 株当たり純資産額 1,228 円 96 銭 

（２）1 株当たり当期純利益 192 円 54 銭 

 


